
３．農業・農村に関わる政府の⽅針



⾷料・農業・農村をめぐる情勢
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 消費者や実需者のニーズに即した施策
 ⾷料安全保障の確⽴と農業・農村の重要性についての

国⺠的合意の形成
 農業の持続性確保に向けた⼈材の育成・確保と⽣産

基盤の強化に向けた施策の展開
 スマート農業の加速化と農業のデジタルトランスフォー

メーションの推進
 地域政策の総合化と多⾯的機能の維持・発揮
 災害や家畜疾病等、気候変動といった農業の持続性を

脅かすリスクへの対応強化
 農業・農村の所得の増⼤に向けた施策の推進
 SDGsを契機とした持続可能な取組を後押しする施策

⾷料⾃給率の⽬標
⽬標・展望等

【カロリーベース】 37％ (2018) → 45％ (2030)

⾷料・農業・農村基本計画（令和２年３⽉）

「産業政策」と「地域政策」を⾞の両輪として
推進し、将来にわたって国⺠⽣活に不可⽋な
⾷料を安定的に供給し、⾷料⾃給率の向上と
⾷料安全保障を確⽴

⾷料⾃給⼒指標（⾷料の潜在⽣産能⼒）
農地⾯積に加え、労働⼒も考慮した指標を提⽰。また、新たに2030年の⾒通しも提⽰

基本的な⽅針

(⾷料安全保障の状況を評価)

【飼料⾃給率】 25％ (2018) → 34％ (2030)
【⾷料国産率】 飼料⾃給率を反映せず、国内⽣産の状況を評価するため新たに設定
<カロリーベース> 46％(2018) → 53％(2030) ＜⽣産額ベース＞69％(2018)→79％ (2030)

○ 地域資源を活⽤した所得と雇⽤機会の確保
（複合経営、地域資源の⾼付加価値化、地域経済循環 等）

○ 中⼭間地域等をはじめとする農村に⼈が住み続けるた
めの条件整備
（ビジョンづくり、多⾯的機能の発揮、⿃獣被害対策 等）

○ 農村を⽀える新たな動きや活⼒の創出
（地域運営組織、関係⼈⼝、半農半Ｘ等のライフスタイル 等）

○ 上記施策を継続的に進めるための関係府省で連携した
仕組みづくり

○ 担い⼿の育成・確保
（法⼈化の加速化、経営基盤の強化、経営継承、新規就農と定着促進 等）

○ 多様な⼈材や主体の活躍
（中⼩・家族経営、農業⽀援サービス 等）

○ 農地集積・集約化と農地の確保
（⼈・農地プランの実質化、農地中間管理機構のフル稼働 等）

○ 農業経営の安定化
（収⼊保険制度や経営所得安定対策等の着実な推進 等）

○ 農業⽣産基盤整備
（農業の成⻑産業化と国⼟強靱化に向けた基盤整備）

○ 需要構造等の変化に対応した⽣産基盤の強化と
流通・加⼯構造の合理化

（品⽬別対策、農作業等安全対策の展開 等）
○ 農業⽣産・流通現場のイノベーションの促進

（スマート農業の加速化、デジタル技術の活⽤推進 等）
○ 環境政策の推進

（気候変動への対応、有機農業の推進、⾃然循環機能の維持増進 等）

○ 新たな価値の創出による需要の開拓
○ グローバルマーケットの戦略的な開拓

（農林⽔産物・⾷品の輸出額︓5兆円を⽬指す(2030))
○ 消費者と⾷・農とのつながりの深化
○ ⾷品の安全確保と消費者の信頼の確保
○ ⾷料供給のリスクを⾒据えた総合的な⾷料安全保障の

確⽴
○ TPP等新たな国際環境への対応、今後の国際交渉への

戦略的な対応

２. 農業の持続的な発展

３. 農村の振興

講ずべき施策

４. 東⽇本⼤震災からの復旧・復興と⼤規模⾃然災害への対応

５. 団体に関する施策
６. ⾷と農に関する国⺠運動の展開等を通じた国⺠的

合意の形成

１. ⾷料の安定供給の確保

施策推進の基本的な視点

【⽣産額ベース】 66％ (2018) → 75％ (2030)

7. 新型コロナウイルス感染症をはじめとする新たな感染症への
対応

○ ⾷料・農業・農村基本法（平成11年7⽉制定）に基づき策定
○ 今後10年程度先までの施策の⽅向性等を⽰す、農政の中⻑期的な
ビジョン

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
※ おおむね5年ごとに⾒直し

国内外の環境変化

⽣産基盤の脆弱化
農業就業者数や農地⾯積の⼤幅な減少

①国内市場の縮⼩と海外市場の拡⼤
・⼈⼝減少、消費者ニーズの多様化

②TPP11、⽇⽶貿易協定等の新たな国際環境
③頻発する⼤規模⾃然災害、新たな感染症
④CSF(豚熱)の発⽣・ASF(アフリカ豚熱)への対応

農政改⾰の着実な進展
農林⽔産物・⾷品輸出額
4,497億円(2012) → 9,121億円(2019)

⽣産農業所得 2.8兆円(2014) → 3.5兆円(2018)
若者の新規就農
18,800⼈/年(09〜13平均）→ 21,400⼈/年(14〜18平均)

＜⽣産努⼒⽬標＞
課題が解決された場合に、
主要品⽬ごとに2030年に
おける実現可能な国内の
農業⽣産の⽔準を設定

(経済活動の状況を評価)

【基本計画と併せて策定】
農地の⾒通しと確保

(2030) 
⾒通し︓414万ha
すう勢︓392万ha

農業構造の展望
(2030) 

展 望︓140万⼈
すう勢︓131万⼈

(2015)
208万⼈

農業経営の展望
① 37の経営モデルを提⽰
② ⼩規模でも安定的な経営を⾏い農地

維持等に寄与する事例を提⽰

（農業労働⼒の⾒通し）

※これまでの傾向が続いた場合

※施策を講じない場合

(2019) 
439.7万ha

〜 我が国の⾷と活⼒ある農業・農村を次の世代につなぐために 〜〜 我が国の⾷と活⼒ある農業・農村を次の世代につなぐために 〜

これまでの⾷料・農業・農村基本計画

施策の推進に必要な事項
①国⺠視点・現場主義に⽴脚、②EBPMの推進・「プロジェクト⽅式」による進捗管理、③効果的・効率的な施策の推進、 ④⾏政⼿続のデジタルトランスフォーメーション、
⑤幅広い関係者・関係府省との連携、⑥SDGsに貢献する環境に配慮した施策の推進、⑦財政措置の効率的・重点的運⽤ 38



農村の振興

● 農業の⽣産性の向上等
（⾷料⾃給率・⾷料⾃給⼒の維持向上）

⾷料の安定供給の確保
● 国⼟の保全、⽔源のかん養、⾃然環境の保全、良好な景観

の形成、⽂化の伝承等

多⾯的機能の⼗分な発揮

① 農業の成⻑産業化に向けた
農業⽣産基盤整備

 農地の集積・集約化や⽣産コストの削減を図るため、
農地の⼤区画化等を推進

 産地の収益⼒の向上を図るため、⽔⽥の汎⽤化や畑
地化、畑地や樹園地の⾼機能化を推進

 ⾃動⾛⾏農機やICT⽔管理等の営農の省⼒化等に資
する技術の活⽤を可能にする農業⽣産基盤の整備を
展開

基本法の⽬的

連 動

国⺠⽣活の安定向上及び国⺠経済の健全な発展を図る

② 農業⽔利施設の
戦略的な保全管理

 施設を⻑寿命化し、ライフサイクルコストを低減す
る戦略的な保全管理を推進

 農業⽔利施設の更新時に、施設の集約や再編、統廃
合等によるストックの適正化を推進

 施設の点検等を省⼒化・⾼度化するため、ロボット
やAI等の利⽤に関する研究開発や実証調査を推進

③ 農業・農村の強靱化に向けた
防災・減災対策

 安定した農業経営や農村の安全な暮らしを実現するため、
耐震化等のハード対策とハザードマップの作成等のソフ
ト対策を適切に組み合わせて推進

 ため池については、優先度が⾼いため池から、ハザード
マップの作成や、堤体の改修・廃⽌等を着実に推進

④ 農業・農村の構造の変化等を踏まえた⼟地改良区の体制強化

国⺠が農業・農村に
期待する役割

下⽀え下⽀え

（１）地域資源を活⽤した所得と雇⽤機会の確保 （２）中⼭間地域等をはじめとする農村に
⼈が住み続けるための条件整備

（３）農村を⽀える新たな動きや活⼒の創出

(５) 農業の成⻑産業化や国⼟強靱化に資する農業⽣産基盤整備

農業の持続的な発展

新たな⾷料・農業・農村基本計画における農業農村整備事業の位置付け
○ 農業⽣産基盤の整備は、良好な営農条件を備えた農地・農業⽤⽔の確保と有効利⽤を通じて、農業

の持続的な発展に寄与するとともに、持続可能で活⼒ある地域経済社会を実現することで農村の振興に
も寄与。

○ 農業の持続的発展と農村の振興により、⾷料の安定供給の確保と多⾯的機能の⼗分な発揮が図られる。

 農業⽣産を⽀える⽔路、ほ場等の総合的な基盤整備
と、⽣産・販売施設等との⼀体的な整備を推進  農業⽣産基盤の総合的な整備、農業⽔利施設の安

全対策を推進

 世界かんがい遺産施設等について、国⺠の認知向
上に取組む
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○ 「国⼟強靱化基本計画」は、強くしなやかな国⺠⽣活の実現を図るための防災・減災等に資する国⼟強
靱化法に基づく計画で、国⼟強靱化に係る他の計画等の指針となるもの。

○ 農林⽔産分野では、農業⽔利施設等の⻑寿命化等を推進するとともに、廃⽌も含めたため池の総合的
な対策を推進。

国⼟強靱化基本計画（平成26 年６⽉３⽇閣議決定、平成30 年12 ⽉14 ⽇変更）

はじめに
（前略）

本計画における取組はおおむね計画どおりに進捗し
たと評価できる⼀⽅、⼤規模地震の発⽣確率の増加、
異常気象の頻発・激甚化等を踏まえれば、我が国にお
いて国⼟強靱化の取組は引き続き喫緊の課題である。

近年の災害から得られた貴重な教訓や社会経済情勢
の変化等を踏まえて、ここに本計画を⾒直し、その歩
みの加速化・深化を図ることとする。

また、南海トラフ地震、⾸都直下地震等によって国
家的危機が実際に発⽣した際に我が国が⼗分な強靱性
を発揮できるよう、本計画を基本として国の他の計画
等関係する国の計画等の必要な⾒直しを進めることに
より国⼟強靱化に関する施策を策定・推進し、政府⼀
丸となって強靱な国づくりを計画的に進めていくこと
とする。

国⼟強靱化基本計画

第３章 国⼟強靱化の推進⽅針
２ 施策分野ごとの国⼟強靱化の推進⽅針

（９）農林⽔産
【略】
○ 農⼭漁村における⼈命・財産の保護、⼆次被害の防⽌・軽減を図る
ため、農業⽔利施設等の⻑寿命化等の推進、森林の整備・保全、脆弱
な地質地帯における⼭腹崩壊等対策や巨⽯対策、総合的な流⽊対策の
推進、漁港・漁村の防災機能の強化、廃⽌も含めたため池の総合的な
対策の推進、ハザードマップの作成・周知、施設管理者のBCP 作成
など、ハード対策とソフト対策を組み合わせた防災・減災対策を関係
機関が連携して強化する。

【略】
○ ⼈⼝の減少や⾼齢化等により、地域の共同活動等による農地・農業
⽔利施設、森林等の保全管理が困難となり、地域防災⼒・活動⼒の低
下が懸念されるため、地域の主体性・協働⼒を活かした地域コミュニ
ティ等による地域資源の保全管理を進めつつ、災害時には⾃⽴的な防
災・復旧活動の機能を最⼤限活⽤できるよう体制整備を推進する。ま
た、地域資源を活⽤した都市と農村の交流等により地域コミュニティ
の維持・活性化を促進する。
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○ 農林⽔産業全般にわたる改⾰を進め、農林⽔産業を成⻑産業にしつつ、美しく伝統ある農⼭漁村を次
世代に継承し、⾷料安全保障の確⽴を図ることで農林⽔産業を活性化。

○ スマート農業の実現等による競争⼒強化の加速、⼟地改良事業による農地の⼤区画化や汎⽤化・畑地
化の推進、中⼭間地域の収益⼒の強化を図る。

○ さらに、「防災・減災、国⼟強靱化のための３か年緊急対策」を実施し、取組を加速。

経済財政運営と改⾰の基本⽅針2019（令和元年６⽉21⽇閣議決定）

第２章 Society5.0時代にふさわしい仕組みづくり
３．地⽅創⽣の推進
（２）地域産業の活性化

②農林⽔産業の活性化
農林⽔産業全般にわたる改⾰を⼒強く進め、農林⽔産業を成⻑産業にし

つつ、美しく伝統ある農⼭漁村を次世代に継承し、⾷料安全保障の確⽴
を図る。
農業者の所得向上を図るため、農業者が⾃由に経営展開できる環境の整

備と⾃らの努⼒では解決できない構造的な問題を解決していく。「農業
新技術の現場実装推進プログラム」に基づき、制度的課題への対応も含
めた技術実装の推進によるスマート農業の実現等により競争⼒強化を更
に加速させる。農地中間管理機構中⼼の集積体制を確⽴しつつ、⼈・農
地プランの実質化等により、農地の集積・集約化を推進する。⼟地改良
事業により農地の⼤区画化や汎⽤化・畑地化を進める。中⼭間地域の収
益⼒を強化する。農協改⾰を着実に実施するとともに、農業経営体が⾃
らの判断で作物を選択できるよう⽶政策改⾰の定着も進める。⼟づくり
に役⽴つ肥料⽣産等が進むよう、肥料に関する法制度の⾒直しを早期に
⾏う。国際⽔準の有機農業を推進する。

第１章 現下の⽇本経済
３．東⽇本⼤震災等からの復興
（２）近年の⾃然災害からの復興、防災・減

災・国⼟強靱化の加速
（前略）
これら近年の⾃然災害を教訓とし、災害に強

くてしなやかな国づくりを進めるため、「防
災・減災、国⼟強靱化のための３か年緊急対
策」を実施し、防災・減災対策、国⼟強靱化
の取組を加速させる。

経済財政運営と改⾰の基本⽅針2019（⾻太⽅針）
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◯ 農業者や農村の⼈⼝が減少する中、農業・農村を維持・発展させていくため、農業の競争⼒強化を図
ることで、⼈⼝減少下においても⼒強い農業を実現。

○ ⼟地改良事業では、農業競争⼒の強化を図るとともに、ため池や農業⽔利施設等の強靱化対策を緊急
に実施するとともに、スマート農業を推進。

○ ため池については、データベース化を進めるとともに、ため池管理者等へ情報提供する体制を整備。

成⻑戦略フォローアップ（令和元年６⽉21⽇閣議決定）

７．農林⽔産業全体にわたる改⾰とスマート農林⽔産業の実現
（２）新たに講ずべき具体的施策

我が国の農林⽔産分野の従事者や農⼭漁村における⼈⼝が減少する中、農林⽔産業の⽣産や
農⼭漁村を維持・発展させていくためには、ICT等の先端技術を活⽤するとともに、新たな農
業構造を構築し、農⼭漁村に必要な⼈材の育成・派遣等を⾏っていかなければならない。（中
略）このための改⾰を強⼒に進めることにより、農林⽔産業の競争⼒強化の加速化を図り、⼈
⼝減少下においても、⼒強い農林⽔産業の実現を図る。

ⅰ）農業改⾰の加速
① ⽣産現場の強化

イ）農地の集積・集約化と⼟づくりの推進
・⼟地改良事業について、コスト低減を図りつつ、他事業との連携を進め、農地の⼤区画
化や汎⽤化など農業競争⼒の強化を図るとともに、ため池や農業⽔利施設等の強靱化対策
を緊急に実施する。

③ スマート農業の推進
ウ）環境整備
・⾃動⾛⾏農機やICT⽔管理等のスマート農業に対応した農業農村整備の展開に向けた検
討・開発を進めるとともに、情報ネットワーク環境整備に向け取り組む。

・中⼭間地におけるスマート農業の実現を念頭に置いた農場の整備や、果樹農業等の特性に
応じた環境の整備を図る。

Ⅰ．Society5.0の実現
６．次世代インフラ
（２）新たに講ずべき具体的

施策
ⅰ）インフラの⽣産性向上、

防災・交通・物流・都
市の課題解決

② 防災、災害対応
・戦略的イノベーション創
造プログラムで開発した
システムを⽤いて、全国
のため池のデータベース
化、維持管理情報や⽔位
計データを共有化し、⾃
治体、ため池管理者へ危
機管理情報を提供するた
めの体制を2019年度中に
構築する。

Ⅲ ⼈⼝減少下での地⽅施策の強化

成⻑戦略実⾏計画・成⻑戦略フォローアップ
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